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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第14期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．当社は平成16年11月19日付をもって、１株を５株に分割しております。 

        ４．当社は平成17年11月18日付をもって、１株を２株に分割しております。 

        ５．自己資本利益率につきましては、期首期末平均純資産額に基づいて算出しております。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 2,718,763 2,922,150 2,904,684 3,134,473 4,126,622 

経常利益 （千円） 452,594 389,286 501,908 605,001 1,114,675 

当期純利益 （千円） 246,987 206,457 180,192 394,726 656,210 

純資産額 （千円） 1,874,325 1,744,426 2,015,008 2,321,367 5,273,804 

総資産額 （千円） 2,792,388 2,530,288 2,782,473 3,227,023 12,830,727 

１株当たり純資産額 （円） 425,210.02 408,818.09 467,627.81 106,926.20 107,782.63 

１株当たり当期純利益 （円） 55,866.78 47,746.83 42,448.27 18,260.86 14,737.68 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） 55,540.15 47,516.06 42,338.56 17,931.53 14,501.56 

自己資本比率 （％） 67.1 68.9 72.4 71.9 41.1 

自己資本利益率 （％） 15.1 11.4 9.5 18.2 17.2 

株価収益率 （倍） 6.2 6.2 10.6 11.5 33.5 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 187,323 123,030 214,486 383,691 1,054,966 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △212,918 △241,788 △148,642 △156,190 △983,464 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △78,518 △35,698 △86,094 △4,827 4,979,455 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 1,013,498 859,042 838,791 1,061,464 6,112,422 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

104 

(28) 

127 

(22) 

128 

(21) 

135 

(22) 

181 

(27) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第14期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．平成14年10月１日付をもって当社は分社型新設分割により、その営業の全てを新たに設立した子会社（㈱東

京ファイナンシャルプランナーズ）に移行し、純粋持株会社となっております。 

４．当社は平成16年11月19日付をもって、１株を５株に分割しております。 

        ５．当社は平成17年11月18日付をもって、１株を２株に分割しております。 

        ６．自己資本利益率につきましては、期首期末平均純資産額に基づいて算出しております。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 1,470,780 751,360 119,400 133,800 178,200 

経常利益 （千円） 199,290 167,168 142,999 99,316 98,379 

当期純利益 （千円） 84,768 105,679 101,538 92,754 101,120 

資本金 （千円） 452,497 456,245 465,163 469,363 1,599,538 

発行済株式総数 （株） 4,456 4,473 4,512 22,620 49,740 

純資産額 （千円） 1,662,330 1,431,517 1,622,521 1,626,264 4,006,098 

総資産額 （千円） 2,096,818 1,570,480 1,788,322 1,722,290 6,046,898 

１株当たり純資産額 （円） 377,116.70 335,485.67 376,542.57 74,908.52 81,874.06 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
6,000 

(－) 

6,000 

(－) 

6,000 

(－) 

6,400 

(5,000) 

3,500 

(2,000) 

１株当たり当期純利益 （円） 19,174.14 24,440.33 23,919.57 4,291.01 2,271.04 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） 19,062.03 24,322.20 23,857.75 4,213.62 2,234.65 

自己資本比率 （％） 79.2 91.2 90.7 94.4 66.3 

自己資本利益率 （％） 5.6 6.8 6.6 5.7 3.5 

株価収益率 （倍） 18.2 12.2 18.8 49.1 217.5 

配当性向 （％） 31.2 24.2 25.4 56.1 116.3 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

44 

(20) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 



２【沿革】 

年月 沿革 

平成元年７月 ファイナンシャル・プランナー（以下「ＦＰ」という。）の教育研修及びファイナンシャルプラ

ンニングに関するコンサルティングを目的として、東京都文京区音羽に㈱東京ファイナンシャル

プランナーズを設立 

平成４年１月 個人及び法人向けに資産運用に関する情報提供と保険コンサルティングを目的として、東京都杉

並区高井戸東に㈱ティー・エフ・ピー総合研究所を設立（現㈱東京エフピー保険パートナーズ） 

平成７年６月 業容拡大と業務展開の拠点とするため、東京都新宿区西新宿へ本社を移転 

平成９年11月 経営・財務・資金調達コンサルティング事業立ち上げを目的として、東京都新宿区西新宿に㈱テ

ィー・エフ・ピーベンチャーキャピタルを設立（現山田ビジネスコンサルティング㈱） 

平成11年７月 不動産コンサルティングの強化充実を図るため、東京都新宿区西新宿の㈱ユーマック（現ＴＦＰ

不動産コンサルティング㈱）株式を譲受け、当社の子会社とする。 

平成11年10月 ㈱東京ファイナンシャルプランナーズ大阪事務所開設 

平成12年１月 個人及び法人向けの資産運用、資産管理に関する通信システムを利用した情報提供サービスを目

的として、東京都新宿区西新宿に㈱東京エフピー・ウェブを設立（現㈱ティーエフピー・ウェ

ブ） 

平成12年10月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場）に株式を上場 

平成13年10月 成長志向企業に対する株式公開・システム導入コンサルティング事業立ち上げを目的として、東

京都新宿区西新宿にＴＦＰビジネスソリューション㈱を設立 

平成14年４月 富裕層に対する資産管理コンサルティング事業立ち上げを目的として、東京都新宿区西新宿に東

京キャピタルサイエンス㈱を設立（現㈱オーナー企業総合研究所） 

平成14年４月 山田ビジネスコンサルティング㈱大阪支店開設 

平成14年６月 ㈱ユーマック（現ＴＦＰ不動産コンサルティング㈱）を100％子会社とする。 

平成14年10月 当社の商号を「ＴＦＰコンサルティンググループ㈱」に変更するとともに、当社の営業すべてを

新たに設立した子会社㈱東京ファイナンシャルプランナーズに承継させ、純粋持株会社となる。 

平成16年６月 山田ビジネスコンサルティング㈱名古屋支店開設 

平成17年３月 投資ファンド事業に本格的に進出するため、東京都新宿区西新宿に投資事業組合等の設立・運営

及び投資事業を事業目的とする山田ＭＴＳキャピタル㈱を設立 

平成17年４月  ベンチャー投資及びベンチャー企業支援を目的として、東京都新宿区西新宿に山田プリンシパル

インベストメント㈱を設立  

平成18年１月 山田ＭＴＳキャピタル㈱が運営管理するキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合に対

する当社グループの出資持分割合が実質過半数（51.0％）となったため、当投資事業有限責任組

合を連結子会社とする。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、純粋持株会社である当社のもとに事業子会社12社により構成されております。企業再生コンサル

ティング・株式公開コンサルティング・不動産コンサルティング・保険コンサルティング等のコンサルティング事

業、ＭＢＯ・企業再生・事業承継ファンドの設立・運営及び投資等を行う投資ファンド事業及びファイナンシャル・

プランナー（以下「ＦＰ」という。）の資格取得講座を中心とした教育研修事業を展開しております。 

 当社グループ（当社及び主要な連結事業子会社）の主たる事業の内容は次の通りです。 

  （注）１．山田ＭＴＳキャピタル㈱が運営管理しているキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合は、当社 

      グループ持分割合が過半数（実質持分割合51.0％）となったため、当連結会計年度より連結の範囲に含め 

      ております。 

２．ＣＦＰ®は米国外においてはFinancial Planning Standards Board Ltd.（FPSB）の登録商標で、FPSBとの

ライセンス契約の下に、日本国内においてはNPO法人日本FP協会が商標の使用を認めております。 

３．上記の他、不動産コンサルティング事業子会社１社、投資ファンド事業子会社１社があります。 

  

会社名 取扱サービス・商品 主たる事業の内容 

ＴＦＰコンサルティンググループ㈱ ────── 純粋持株会社 

山田ビジネスコンサルティング㈱ 
企業再生コンサルティング 

経営・財務コンサルティング 

コンサルティング事業 

ＴＦＰ不動産コンサルティング㈱ 
不動産コンサルティング 

不動産ファンドの設立・運営及び投資 

ＴＦＰビジネスソリューション㈱ 株式公開コンサルティング 

㈱東京エフピー保険パートナーズ 保険コンサルティング 

㈱オーナー企業総合研究所 
オーナー企業及びオーナー経営者向けコンサル

ティング 

山田ＭＴＳキャピタル㈱ 投資事業組合等の設立・運営及び投資   

キャピタルパートナー・二号投資事業有限

責任組合（注１） 
 ＭＢＯ・企業再生・事業承継ファンド  投資ファンド事業 

山田プリンシパルインベストメント㈱ ベンチャー投資   

㈱ティーエフピー・ウェブ 通信システムを利用したＦＰ情報提供サービス

教育研修事業 
㈱東京ファイナンシャルプランナーズ 

ＡＦＰ・ＣＦＰ®（注２）・ＦＰ技能士・ＤＣ

プランナー・証券外務員資格取得講座 

ＦＰ実務研修・ライフプラン研修 

ＤＣ加入者教育研修 

財務・会計研修 

出版 

会計事務所対応サービス 





４【関係会社の状況】 

 平成18年３月期末現在における関係会社の状況は、次の通りであります。 

(1）連結子会社 

  

  （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当しております。 

 ３．出資持分割合の（ ）内は、間接所有割合で内数、〔 〕内は、緊密な者又は同意している者の所有割合  

   で外数であります。 

 ４．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

５．山田ビジネスコンサルティング㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

山田ビジネスコンサ

ルティング㈱ 

（注５） 

東京都新宿区 100,000 コンサルティング事業 100.0 
役員の兼任 

金銭貸付 

ＴＦＰ不動産コンサ

ルティング㈱ 

 （注６） 

東京都新宿区 100,000 コンサルティング事業 100.0 役員の兼任 

㈱東京エフピー保険

パートナーズ 
東京都新宿区 50,000 コンサルティング事業 100.0 

役員の兼任 

金銭借入 

ＴＦＰビジネスソリ

ューション㈱ 
東京都新宿区 30,000 コンサルティング事業 96.0 役員の兼任 

㈱オーナー企業総合

研究所 
東京都新宿区 30,000 コンサルティング事業 100.0 

役員の兼任 

金銭借入 

山田ＭＴＳキャピタ

ル㈱ 
東京都新宿区 20,000 投資ファンド事業 100.0 

役員の兼任 

金銭貸付 

山田プリンシパルイ

ンベストメント㈱  
東京都新宿区  100,000 投資ファンド事業  100.0 役員の兼任  

㈱東京ファイナンシ

ャルプランナーズ 

（注７） 

東京都新宿区 50,000 教育研修事業 100.0 役員の兼任 

㈱ティーエフピー・

ウェブ 
東京都新宿区 50,000 教育研修事業 100.0 役員の兼任 

 その他 １社           

名称 住所 
受入出資金 
（千円） 

主要な事業内容 出資持分割合（％） 関係内容 

キャピタルパートナ

ー・二号投資事業有

限責任組合 

（注２、３、４） 

 東京都新宿区 7,040,000  投資ファンド事業 

 47.0 

       (39.0) 

      〔 4.0〕 

 － 

ＭＴＳ投資事業組合

（注２、３、４） 
 東京都新宿区 235,360  投資ファンド事業 

 100.0 

 (100.0） 
 － 

主要な損益情報等 (1）売上高 1,843,911千円

  (2）経常利益 533,457千円

  (3）当期純利益 307,392千円

  (4）純資産額 787,244千円

  (5）総資産額 2,129,815千円



６．ＴＦＰ不動産コンサルティング㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。 

７．㈱東京ファイナンシャルプランナーズについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。 

(2）その他の関係会社 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

 ２．上記従業員数には、使用人兼務取締役６名は含まれておりません。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ46名増加しましたのは、主としてコンサルティング事業拡充に伴う採用

増によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 当社には従業員（就業人員）がおりませんので記載を省略しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。 

主要な損益情報等 (1）売上高 693,949千円

  (2）経常利益 183,726千円

  (3）当期純利益 70,389千円

  (4）純資産額 383,428千円

  (5）総資産額 501,134千円

主要な損益情報等 (1）売上高 1,011,335千円

  (2）経常利益 166,450千円

  (3）当期純利益 87,030千円

  (4）純資産額 666,558千円

  (5）総資産額 1,443,387千円

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の被所有割合 

（％） 
関係内容 

㈱日本マネジメン

ト・アドバイザリ

ー・カンパニー 

東京都新宿区 10,000 

企業経理に関する指

導、補助業務 

不動産賃貸 

25.9 役員の兼任 

  平成18年３月31日現在

区分 コンサルティング事業 投資ファンド事業 教育研修事業 合計 

従業員数（名） 

（外、平均臨時雇用

者数） 
141（19） 5（0） 35（8） 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）当連結会計年度の概況 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善や株式市場の回復、また雇用・所得環境の改善による

個人消費の増加基調等により、全般的に景気回復が継続いたしました。 

 金融市場の動向をみますと、企業金融をめぐる環境は緩和的な状態にあり、金融機関の貸出姿勢も引き続き改善

しております。また、大手銀行では公的資金完済に向けた動きが加速しており、金融システム健全化が確実に進ん

でいる状況であります。 

 このような経済環境のもと、コンサルティング事業につきましては、堅調な受注状況に支えられ、好調な業績を

確保することができました。 

 投資ファンド事業につきましては、平成17年３月末に組成開始したキャピタルパートナー・二号投資事業有限責

任組合の出資約束総額が平成18年１月25日に当初計画通り100億円となりました。 

  教育研修事業につきましては、法人マーケットが回復し、安定的な業績を確保することができました。 

  これらの結果、売上高4,126,622千円（前連結会計年度比31.6ポイント増）、営業利益1,097,933千円（同80.6ポ

イント増）、経常利益1,114,675千円（同84.2ポイント増）、税金等調整前当期純利益1,075,507千円（同77.7ポイ

ント増）、当期純利益656,210千円（同66.2ポイント増）となりました。 

 当連結会計年度における各セグメント別の業績の概況は、次の通りであります。 

①コンサルティング事業 

  コンサルティング事業につきましては、企業再生コンサルティングの山田ビジネスコンサルティング㈱及び不

動産コンサルティングのＴＦＰ不動産コンサルティング㈱を中心に各社とも受注状況が堅調であり、かつ付加価

値の高い大型のコンサルティング案件を受注・売上実現することができたことから、好調な業績を確保すること

ができました。 

 また、㈱オーナー企業総合研究所では、新株予約権の取得を報酬の一部とする短期間に株式上場を志向する企

業に対する上場準備室アウトソース事業を行っており、当初予想を大幅に上回る案件を受注しております。 

 このような状況のもと、当連結会計年度におけるコンサルティング事業の業績は、売上高2,959,618千円（同

34.3ポイント増）、営業利益856,627千円（同76.8ポイント増）と大幅な増収・増益になりました。 

②投資ファンド事業 

 投資ファンド事業につきましては、昨年３月末に組成開始したキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任

組合の出資約束総額が当初計画通り100億円となりました。 

 当連結会計年度では、主としてキャピタルパートナー・一号及び二号投資事業有限責任組合の管理報酬（山田

MTSキャピタル㈱の自己投資部分に係る管理報酬は除く）を売上計上しております。  

 このような状況のもと、当連結会計年度における投資ファンド事業の業績は、売上高218,273千円（同1,249.4

ポイント増）、営業利益101,144千円（同699.2ポイント増）となりました。 

  

③教育研修事業 

 教育研修事業につきましては、法人マーケットにおいて主力商品であるＡＦＰ資格取得講座の受講者数が前年

同期比増加したこと及び企業従業員向けのファイナンシャルプランニングに関する実務研修の受注状況が順調だ

ったことから業績は順調に推移いたしました。 

 このような状況のもと、当連結会計年度における教育研修事業の業績は、売上高1,006,829千円（同9.0ポイン

ト増）、営業利益191,872千円（同75.0ポイント増）と増収・増益になりました。 

 なお、各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高58,098千円（コンサルティング事業2,878千円、

投資ファンド事業52,873千円、教育研修事業2,346千円）が含まれております。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における営業活動、投資活動、財務活動による各キャッシュ・フローの状況とそれらの変動要因

は次の通りであります。 

（全体キャッシュ・フローの概要） 

 現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、平成17年３月期の確定決算及び平成18年３月期の中間納付に

係る法人税等の支払、連結の範囲の変更を伴う子会社株式及び出資持分の取得による支出等の資金減少要因があり

ましたが、税金等調整前当期純利益が1,075,507千円（前連結会計年度比77.7ポイント増）と大きく増加したこ

と、株式の発行による収入、長期・短期借入れによる収入等により5,050,957千円の資金増（前連結会計年度は

222,673千円の資金増）となりました。その結果、当連結会計年度の資金残高は、6,112,422千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度による営業活動による資金の増加は、1,054,966千円（前連結会計年度は383,691千円の資金増）

となりました。 

 これは、平成17年３月期の確定決算及び平成18年３月期の中間納付に係る法人税等の支払259,793千円、営業投

資有価証券の増加68,500千円等の資金減少要因があったものの、当連結会計年度の連結業績が順調に推移し、税金

等調整前当期純利益が1,075,507千円（前連結会計年度77.7ポイント増）と大きく増加したこと等によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、983,464千円（前連結会計年度は156,190千円の資金減）

となりました。 

 これは、投資有価証券からの分配による収入が109,919千円（当社グループ外部の投資ファンドからの分配収

入）、投資有価証券の売却による収入が47,701千円あったものの、連結の範囲の変更を伴う子会社株式及び出資持

分の取得による支出1,164,938千円（主としてキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合への当社グルー

プ全体からの当連結会計年度における出資額と同投資事業有限責任組合の平成18年３月末現金預金残高との差額）

があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、4,979,455千円（前連結会計年度は4,827千円の資金減）

となりました。 

 これは、配当金の支払額が74,399千円あった一方で、株式の発行による収入が2,260,350千円（当社において平

成18年２月に4,500株の公募増資を実施）、短期借入金の純増額が1,022,000千円（短期運転資金）、長期借入れに

よる収入及び社債の発行による収入が合計1,769,227千円（子会社山田ＭＴＳキャピタル㈱が運営管理するキャピ

タルパートナー・二号投資事業有限責任組合への当社グループ全体からの出資資金に充当）あったこと等によるも

のであります。 

 なお、公募増資により調達できた資金はキャピタルパートナー・三号投資事業有限責任組合への自己投資資金の

一部に充当する計画であります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1)仕入実績 

 当社グループは、コンサルティング事業、投資ファンド事業及び教育研修事業から成り、セグメントごとの仕入

（外注）実績は、次の通りであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当連結会計年度の各セグメントの仕入実績には、セグメント間の内部仕入実績2,873千円（コンサルティン

グ事業1,060千円、教育研修事業1,813千円）が含まれております。 

(2)販売実績 

 当社グループは、コンサルティング事業、投資ファンド事業及び教育研修事業から成り、セグメントごとの販売

実績は、次の通りであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当連結会計年度の各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高58,098千円（コンサルティング事

業2,878千円、投資ファンド事業52,873千円、教育研修事業2,346千円）が含まれております。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 
前連結会計年度比 

（％） 

コンサルティング事業 436,801 136.8 

投資ファンド事業 － － 

教育研修事業 365,762 109.2 

合計 802,564 122.7 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 
前連結会計年度比 

（％） 

コンサルティング事業 2,959,618 134.3 

投資ファンド事業 218,273 1,349.4 

教育研修事業 1,006,829 109.0 

合計 4,184,721 133.1 



３【対処すべき課題】 

 当社は純粋持株会社として事業活動を統括し、経営判断の迅速化による企業競争力の強化を目指す一方、事業子会

社に対する経営管理・監督機能を整備することにより、当社グループ全体のコーポレートガバナンスの充実を図って

おります。 

 当社グループ全体での事業別の対処すべき課題は次の通りです。 

(1) コンサルティング事業 

 ＜企業再生コンサルティング＞ 

  企業再生コンサルティングにおける戦略は、企業再生のプロフェッショナル集団として認知を勝ち取り、中堅企

業に対する「再生支援コンサルティングNo.１」の地位を確立することであります。重点戦略は次の通りでありま

す。 

①「ターンアラウンドコンサルティング」対応体制を強化することによる営業基盤の拡充 

②役務提供内容の多様化による新たな収益機会の創造 

③関西、東海地区での営業基盤確立 

④積極的な増員、将来の海外進出を見据えた組織体制作り 

＜株式公開コンサルティング＞ 

 株式公開コンサルティングにおける戦略は、成長志向中堅・中小企業の成長支援コンサルティングのプロフェッ

ショナル集団として業界内認知を獲得することであります。重点戦略は次の通りであります。 

①得意分野である「新株予約権評価業務」「経理アウトソース業務」「企業価値評価業務」「経営管理体制構 

 築コンサルティング」に加え、「営業戦略」「マーケティング戦略」といった新しいサービスの提供 

②営業拠点の拡充、受注体制の構築 

③増員による組織基盤固め 

＜オーナー企業及びオーナー経営者向けコンサルティング＞ 

  オーナー企業及びオーナー経営者向けコンサルティングにおける戦略は、オーナー経営者のミッション実現のた

めにオーナー企業の成長力に応じた質の高い・幅広いコンサルティングファンクションを提供し続け、ブランド認

知を獲得することであります。重点戦略は次の通りであります。 

①ストックオプションを報酬形態の中心に据え、コンサルティングサービスに社外ＣＦＯ機能を付加することに

 よる営業競争力の強化 

②積極的な増員、幅広いニーズに対応可能な組織体制の構築 

  

＜不動産コンサルティング＞ 

不動産コンサルティングの重点戦略は次の通りです。 

①グループ内情報交換及びグループ外情報収集の活性化による物納コンサルティング、相続・事業承継対策、不

動産有効活用提案ビジネス等の充実と営業拠点の整備 

②企業再生等を切り口とした不動産仲介・有効活用コンサルティングの受注体制の整備・拡大 

③底地を主体とした不動産ファンド事業の拡充 

＜保険コンサルティング＞ 

 保険コンサルティングの重点戦略は次の通りです。 

①中立・公正な立場でのリスクコンサルティングの実践 

②グループ各社のネットワークを有効利用することによる営業基盤の確立 



(2) 投資ファンド事業 

 投資ファンド事業における戦略は、当社グループのコンサルティング力を最大限に活かすことができる中堅企業

をターゲットとした「ＭＢＯ・企業再生・事業承継ファンド」により他のプライベートエクイティーファンドとの

明確な差別化を行いブランドを確立することであります。投資ファンド事業につきましては、今後の当社グループ

の最たる成長事業であると見込んでおり、主力事業とするべく積極的な事業展開を行ってまいります。重点戦略は

次の通りです。 

①投資実行が完了したキャピタルパートナー・一号投資事業有限責任組合の投資先企業の企業価値向上を支援す

る活動に注力し、より高いパフォーマンスを実現する。 

②本年１月にファンド規模総額100億円で組成完了したキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合にお

ける優良な投資先企業の発掘 

③トラックレコードの向上によるファンド資金調達の確保 

④当社グループのネットワークを活用した投資案件獲得力の強化 

(3) 教育研修事業 

 教育研修事業における戦略は、堅実かつ積極的な事業活動を通じてＦＰ業界内外における評価・認知度の更なる

向上と安定的な収益の確保を図るため、第一に既存マーケットの深掘と新規マーケットの開拓によりＦＰ教育業界

でのシェア拡大を目指すことであります。第二に顧客ニーズに対応した高付加価値サービス・新商品を提供し商品

力強化による差別化を行うことであります。第三にインターネットによるＦＰ教育・情報提供サービス（商品名：

PowerFP）をＦＰが活用する情報サイトのデファクトスタンダードにすべく努め、「ＦＰ情報提供会社No.１」の地

位を獲得することであります。重点戦略は次の通りであります。 

①証券・保険業界等既存マーケットの深掘と都市銀行・地方銀行・信用金庫・不動産業界等新規マーケットの開

拓に引き続き注力する。 

②金融機関を中心に高まってきているファイナンシャルプランニングに関する企業実務研修ニーズを的確に捉

え、各企業の研修ニーズにマッチしたオーダーメード研修を企画・提案し、併せてＦＰ資格取得講座受講者数

増強との相乗効果を狙う。 

③外部ビジネスパートナーとの連携強化によるＤＣ（確定拠出年金）加入者教育の推進と継続教育の本格的展開

④インターネットによるＦＰ情報提供サービス（商品名：PowerFP）について、法律改正等に対するタイムリー

な対応と、利用するＦＰ・金融機関社員等のニーズに沿ったコンテンツの質及び量の充実により、会員数の増

加に努める。 

⑤情報管理体制の強化に引き続き注力する。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）コンサルティング事業における人材の確保及び育成 

 当社グループのコンサルティング事業においては、その性質上、事業拡大に応じてコンサルタントの増員を図る

必要があります。当社グループでは企業再生コンサルティング事業を中心に、各分野での豊富な経験を持つ優秀な

人材を積極的に採用し、かつ幅広い視野をもつコンサルタント育成のために新卒採用も行い、社内教育プログラム

を充実させることにより人材の確保及び育成を行っております。 

 今後も優秀な人材を積極的に採用・育成していく方針でありますが、当社グループの求める人材の確保が図れ

ない場合は、コンサルティング事業拡大の制約となる可能性があります。 

  （2）業績変動リスクについて 

 当社グループは上場準備企業に対する株式公開コンサルティングを行っておりますが、その報酬として当該企業

の株式等で受領する場合があります。その場合、基本的には上場後市場で売却することにより最終的な収益を計上

することになりますが、株式市場における市況低迷、或いは株式上場後一定期間保有を約する契約（いわゆるロッ

クアップ契約）等により、当初予想していた価格やタイミングで売却できない場合には当初見込んでいた収益が計

上できず、業績に影響を与える可能性があります。  

  

(3) 投資ファンド（投資事業有限責任組合）への出資 

当社グループでは、子会社山田ＭＴＳキャピタル㈱が運営管理するキャピタルパートナー・一号及び二号投資事

業有限責任組合への自己投資を行っております。同二号投資事業有限責任組合においては当社グループからの出資



持分割合が過半数（実質保有割合51.0％）となったため、当連結会計年度より連結の範囲に含め、連結子会社と

しております。当社グループでは今後も投資ファンド事業を更に拡充する計画であります。 

出資先である投資ファンドの今後の運用実績によっては、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性があ

ります。 

  （4）金利動向による影響 

  当社グループは、前連結会計年度まではスリムなバランスシートを保持する慎重な財務政策を行っておりました

が、投資ファンド事業への本格進出に伴い、投資ファンドへの自己投資を積極的に行う計画であり、当連結会計年

度より借入金を活用する等、自己資本比率40％を目安とする積極的な財務政策に転換しております。 

  子会社山田ＭＴＳキャピタル㈱が運営管理するキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合への当社グル

ープからの出資約束額が47億円であり、その自己投資額の資金源泉として金融機関から多額の借入を実行しており

ます。これら金融機関からの借入には変動金利によるものも含まれており、将来の金利動向によっては、当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。   

  

(5）教育研修事業の商品構成 

当連結会計年度においては、教育研修事業の売上高のうちＡＦＰ資格取得講座を中心としたＦＰ資格取得講座関

連売上高が約６割を占めております。 

すなわち、教育研修事業においてはＦＰ資格取得講座関連売上高への依存度が高いため、今後のＦＰ資格取得マ

ーケット全体の動向、競合他社の動向により、業績に大きな影響を与える可能性があります。 

(6）教育訓練給付金制度 

平成15年４月に教育訓練給付金制度が改正され、支給要件期間（雇用保険の被保険者期間）が５年以上から３年

以上へと緩和されたものの、給付率は受講費用の80％から40％（ただし被保険者期間が３年以上５年未満の場合は

20％）へ、給付限度額の上限が30万円から20万円（ただし被保険者期間が３年以上５年未満の場合は10万円）へと

引き下げられました。 

この改正により受講費用の本人負担額が増加したことから、当社グループの教育研修事業の主力商品であるＡＦ

Ｐ資格取得講座においては、受講生の申込講座が低価格商品へと移行いたしました。 

今後も、教育訓練給付金制度の動向如何、例えば受講費用の本人負担額が増加するような場合は、業績に大き

な影響を与える可能性があります。 

  （7）個人情報保護法について 

 当社グループは事業の性格上、顧客の機密情報や個人情報を取り扱う場合があります。そのため、コンプライア

ンス委員会の主導により、グループ各社においてプライバシーポリシー、セキュリティポリシーを制定するととも

に役職員に対する研修会等の実施により、情報管理には細心の注意を払い、社内管理の徹底を図っておりますが、

万一、何らかの事情でこれらの情報が外部に漏洩した場合には、社会的信用の低下等により当社グループの業績に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）財政状態 

 ①キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合の連結子会社化 

 当社グループの投資ファンド事業会社山田ＭＴＳキャピタル㈱が運営管理するキャピタルパートナー・二号

投資事業有限責任組合のファンド総額が平成18年１月25日に当初計画通り100億円となり、出資募集を完了いた

しました。 

出資募集の完了段階では同組合への当社グループの出資持分割合が実質過半数（51.0％）となったことから、

当連結会計年度より同組合を連結の範囲に含め、連結子会社としております。ただし、同組合のみなし取得日

を当連結会計年度末としているため、当連結会計年度では貸借対照表だけを連結しており、損益計算書及びキ

ャッシュ・フロー計算書は連結しておりません。 

  

 ②財務方針 

  当社グループは前連結会計年度まではスリムなバランスシートを保持する慎重な財務政策を行っておりまし

たが、投資ファンド事業への本格進出に伴い、投資ファンドへの自己投資を積極的に行っており、当連結会計

年度より借入金を活用する等、連結ベースでの自己資本比率40％を目安とする財務政策に転換しております。 

 当連結会計年度末の自己資本比率は41.1％（前連結会計年度末は71.9％）となっております。 

  

③流動資産 

 当連結会計年度末における流動資産残高は11,257,221千円と前連結会計年度比9,472,208千円の増加となりま

した。主な増減要因は次の通りです。 

・現金及び預金5,040,959千円増加（当連結会計年度末残高6,012,421千円） 

・受取手形及び売掛金31,436千円減少（当連結会計年度末残高551,621千円） 

・営業投資有価証券3,520,385千円増加（当連結会計年度末残高3,529,385千円） 

主としてキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合での投資実行 

           ・短期貸付金910,000千円増加（当連結会計年度末残高923,000千円） 

キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合から当組合での投資先への貸付 

  

④固定資産 

 当連結会計年度末における固定資産残高は1,539,693千円と前連結会計年度比97,682千円の増加となりまし

た。主な増加要因は次の通りです。 

・長期貸付金188,227千円増加（当連結会計年度末残高188,227千円） 

キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合から当組合での投資先への貸付 

         

⑤繰延資産 

 当連結会計年度において新株発行費及び社債発行費を計上し、当連結会計年度末における繰延資産残高は

33,812千円となりました。 

  

    ⑥流動負債 

 当連結会計年度末における流動負債残高は2,133,560千円と前連結会計年度比1,338,004千円の増加となりま

した。主な増加要因は次の通りです。 

・短期借入金1,022,000千円増加（当連結会計年度末残高1,260,000千円） 

当社グループ全体の短期運転資金の借入 

・一年以内償還予定社債80,000千円増加（当連結会計年度末残高80,000千円） 

キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合への当社グループからの自己投資資金に充当するため

の社債発行 

・未払法人税等181,095千円増加（当連結会計年度末残高333,404千円） 

⑦固定負債 

 当連結会計年度末における固定負債残高は1,857,235千円と前連結会計年度比1,747,136千円の増加となりま

した。主な増加要因は次の通りです。 

・繰延税金負債41,550千円増加（当連結会計年度末残高96,399千円） 

時価のあるその他有価証券の時価評価替の税効果相当分の増加 

           ・長期借入金980,000千円増加（当連結会計年度末残高1,000,000千円） 



キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合への当社グループからの自己投資資金に充当するため

の長期借入 

           ・社債720,000千円増加（当連結会計年度末残高720,000千円） 

キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合への当社グループからの自己投資資金に充当するため

の社債発行 

  

       ⑧少数株主持分 

 当連結会計年度末において少数株主持分を3,566,127千円計上いたしました。主たる要因は、当連結会計年度

末よりキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合を連結子会社としたことから、当連結会計年度末の

当組合財産残高のうち当社グループ外部出資者財産持分を少数株主持分として計上したことであります。 

⑨自己資本 

 当連結会計年度末における自己資本残高は5,273,804千円と前連結会計年度比2,952,436千円の増加となりま

した。主な増加要因は次の通りです。 

・資本金1,130,175千円増加（当連結会計年度末残高1,599,538千円） 

・資本剰余金1,135,446千円増加（当連結会計年度末残高1,523,804千円） 

今後の当社グループの投資ファンド事業への自己投資資金調達のため公募増資を実施（新株式発行数4,500

株、引受価額502,300円、資本組入額251,150円、払込金総額2,260,350千円） 

           ・利益剰余金581,556千円増加（当連結会計年度末残高2,035,351千円） 

・その他有価証券評価差額金66,408千円増加（当連結会計年度末残高146,267千円） 

(2）経営成績 

①売上高、営業費用及び営業利益 

売上高は前連結会計年度比31.6ポイント増の4,126,622千円、売上原価（返品調整引当金戻入益及び繰入額含

む）は前連結会計年度比21.4ポイント増の808,933千円、販売費及び一般管理費は前連結会計年度比19.2ポイン

ト増の2,219,756千円、営業利益は前連結会計年度比80.6ポイント増の1,097,933千円となりました。 

営業利益率が前連結会計年度19.4％から当連結会計年度26.6％と上昇した要因は、コンサルティング事業に

おいて高付加価値大型案件の売上計上が比較的多く実現できたこと、及び教育研修事業において業務効率化・

合理化による利益体質化構造づくりが定着したこと等であります。 

 コンサルティング事業営業利益率：前連結会計年度21.9％、当連結会計年度28.9％ 

 教育研修事業営業利益率：前連結会計年度11.8％、当連結会計年度19.0％ 

なお、セグメント別の分析につきましては、「第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(1)当連結会計年度の

概況」をご参照ください。 

②営業外収益、営業外費用及び経常利益 

 営業外収益は前連結会計年度比152.3ポイント増の104,076千円、営業外費用は前連結会計年度比98.1ポイン

ト増の87,333千円、経常利益は前連結会計年度比84.2ポイント増の1,114,675千円となりました。 

  営業外収益の大幅な増加は、当社グループ外部の投資ファンドからの分配により投資事業組合利益を32,469

千円計上したためであります。 

 営業外費用の大幅な増加は、当連結会計年度において多額の借入を行ったことから支払利息が前連結会計年

度比27,006千円増加したためであります。 

③税金等調整前当期純利益 

税金等調整前当期純利益は前連結会計年度比77.7ポイント増の1,075,507千円となりました。 

  

④法人税等（法人税等調整額含む） 

 税金等調整前当期純利益に対する法人税等の比率（税効果会計適用後の法人税等の負担率）は前連結会計年

度の34.75％から4.17％増加し38.92％となりました。 

  

⑤当期純利益 

 当期純利益は前連結会計年度比66.2ポイント増の656,210千円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、当社グループ全体での本社レイアウト変更に伴う建物附属設備等の設備投資、業務の効率化等

を目的としてコンピュータ及び周辺機器への投資等を行いました。その結果、当連結会計年度の設備投資額は24,404

千円となりました。 

  

２【主要な設備の状況】 

 平成18年３月31日現在における各事業所の設備及び従業員の配置状況は次の通りであります。 

(1）提出会社 

 該当事項はありません。 

(2）国内子会社 

 （注）１．［ ］内の数字は内書で、賃貸中のものであります。 

２．上記金額には消費税等を含めておりません。 

３．従業員数の（ ）は臨時従業員数を外書しております。 

４．リース契約による主な賃借設備は次の通りであります。 

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
（セグメント） 

設備の種類別の帳簿価額 

従業員数 
（人） 

土地 
（千円） 
（面積） 

建物及び構
築物 
（千円） 

有形固定資
産 
〔その他〕 
（千円） 

無形固定資
産 
〔その他〕 
（千円） 

合計 
（千円） 

㈱東京ファイナ

ンシャルプラン

ナーズ 

本社 

(東京都新宿区) 

教室運営・販売業

務・管理業務 

(教育研修事業) 

－ 

－ 
8,645 8,648 3,225 20,519 

26 

(7) 

大阪事務所 

(大阪市北区) 

教室運営・販売業務 

(教育研修事業) 

－ 

－ 
2,889 2,291 32 5,214 

3 

(1) 

福利厚生施設 

(東京都豊島区) 

福利厚生 

(全社) 

44,480 

(13.47㎡) 

[8.76㎡] 

8,519 － － 53,000 － 

㈱甲南不動産 
本社 

(東京都新宿区) 

賃貸物件・管理業務 

(コンサルティング

事業) 

16,879 

(126.82㎡) 
52,453 － 420 69,752 

1 

(0) 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 台数 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

㈱東京ファイナン

シャルプランナー

ズ 

本社 

(東京都新宿区) 
コピー機 2 

平成16年３月から 

平成21年３月まで 
2,078 6,235 

大阪事務所 

(大阪市北区) 
コピー機 1 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成17年８月18日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、会社

   が発行する株式の総数は78,500株増加し、157,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

  旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次の通りであります。 

①平成14年６月21日開催定時株主総会決議に基づき、平成14年８月21日取締役会決議により発行した新株予約権 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 157,000 

計 157,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月26日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 49,740 49,740 
大阪証券取引所 

(ヘラクレス市場) 
－ 

計 49,740 49,740 － － 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 9 8 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 90 80 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 52,716 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

  発行価格   52,716 

資本組入額 52,716 
同左 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当

社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

及び相続は認めない。 
同左 



②平成14年６月21日開催定時株主総会決議に基づき、平成14年９月18日取締役会決議により発行した新株予約権

③平成14年６月21日開催定時株主総会決議に基づき、平成15年５月15日取締役会決議により発行した新株予約権

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 7 

同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 48,972 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成19年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  48,972 

資本組入額 48,972 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当

社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に

定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

及び相続は認めない。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 3 

         同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 36,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成19年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  36,000 

資本組入額 36,000 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当

社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に

定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

及び相続は認めない。 



④平成16年６月18日開催定時株主総会決議に基づき、平成17年３月17日取締役会決議により発行した新株予約権

        ⑤平成17年６月17日開催定時株主総会決議に基づき、平成17年６月30日取締役会決議により発行した新株予約権

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 27 

同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 270 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 115,804 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成21年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   115,804 

資本組入額  57,902 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当

社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に

定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

及び相続は認めない。 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 144 143 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 288 286 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 281,500 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月５日 

至 平成20年７月４日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   281,500 

資本組入額 140,750 
同左 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当

社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

及び相続は認めない。 
同左 



⑥平成17年６月17日開催定時株主総会決議に基づき、平成18年４月21日取締役会決議により発行した新株予約権

  
発行日現在 

（平成18年４月25日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 59 

同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 59 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 473,598 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年５月１日 

至 平成21年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   473,598 

資本組入額 236,799 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当

社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に

定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分

及び相続は認めない。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．新株引受権の権利行使（平成14年３月25日～平成14年３月31日） 

発行価格    220,500円 

資本組入額   220,500円 

２．新株引受権の権利行使（平成14年４月１日～平成15年３月31日） 

発行価格    220,500円 

資本組入額   220,500円 

３．新株引受権の権利行使（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

①発行価格 220,500円 資本組入額 220,500円 35株 

②発行価格 300,000円 資本組入額 300,000円  4株 

４．新株引受権の権利行使（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

発行価格        450,000円 

資本組入額      450,000円 

５．株式の分割 

１株を５株に分割 

６．新株引受権の権利行使（平成16年10月１日～平成17年３月31日） 

発行価格         60,000円 

       資本組入額       60,000円 

        ７．株式の分割 

       １株を２株に分割 

     ８．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

       発行価格    538,470円 

       発行価額    502,300円 

       資本組入額   251,150円 

 払込金総額 2,260,350千円 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年３月31日 

(注)１ 
8 4,456 1,764 452,497 － 388,358 

平成15年３月31日 

(注)２ 
17 4,473 3,748 456,245 － 388,358 

平成16年３月31日 

(注)３ 
39 4,512 8,917 465,163 － 388,358 

平成16年９月30日 

(注)４ 
4 4,516 1,800 466,963 － 388,358 

平成16年11月19日 

(注)５ 
18,064 22,580 － 466,963 － 388,358 

平成17年３月31日 

(注)６ 
40 22,620 2,400 469,363 － 388,358 

 平成17年11月18日  

(注)７ 
22,620 45,240 － 469,363 － 388,358 

平成18年２月15日  

(注)８  
4,500 49,740 1,130,175 1,599,538 1,130,175 1,518,533 



(4）【所有者別状況】 

 （注）自己株式810株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

(5）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、当社は自己株式を810株保有しております。 

 ２．日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,999株（投資信託設定分 

      1,699株、年金信託設定分300株）であります。 

３．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,034株（投資信託設 

  定分439株、年金信託設定分535株、その他信託設定分60株）であります。 

  

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
－ 8 16 72 15 1 4,224 4,336 － 

所有株式数

（株） 
－ 4,942 664 13,231 3,042 3 27,858 49,740  － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 9.94 1.34 26.60 6.12 0.00 56.00 100.00 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱日本マネジメント・アドバ

イザリー・カンパニー 

東京都新宿区西新宿１－23－７ 

新宿ファーストウエスト12階 
12,720 25.57 

山田 淳一郎 東京都杉並区 7,533 15.14 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱ 
東京都港区浜松町２－11－３ 1,999 4.01 

ビービーエイチフォーフィデ

リティージャパンスモールカ

ンパニーファンド（常任代理

人 ㈱三菱東京UFJ銀行） 

(東京都千代田区丸の内２－７－１)  1,501 3.01 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１－８－11 1,034 2.07 

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 904 1.81 

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーリノーザン

トラストガンジーアイリッシ

ュクライアンツ（常任代理人 

香港上海銀行東京支店） 

(東京都中央区日本橋３－11－１)  763 1.53 

布施 麻記子 東京都中野区 762 1.53 

和田 成史 東京都港区 620 1.24 

あいおい損害保険㈱ 東京都渋谷区恵比寿１－28－１ 600 1.20 

計 － 28,436 57.16 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      810 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   48,930 48,930 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 49,740 － － 

総株主の議決権 － 48,930 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ＴＦＰコンサルティング

グループ㈱ 

東京都新宿区西新宿

１－23－７ 

新宿ファーストウエ

スト12階 

810 － 810 1.62 

計 － 810 － 810 1.62 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度の内容は次の通りであります。 

①平成13年６月22日開催定時株主総会決議（旧商法第210条ノ２の規定に基づき自己株式を買い付ける方法） 

（注）１．平成18年５月31日現在、付与株数500株のうち230株が権利行使されました。また、270株権利失効（付与対

象者15名退職により資格喪失）しております。 

        ２．株式数及び払込金額は、平成16年11月19日付の株式分割（分割比率１：５）及び平成17年11月18日付の株式

      分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。 

  

②平成14年６月21日開催定時株主総会に基づき、平成14年８月21日開催取締役会決議により発行した新株予約権

（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法） 

 （注）１．平成18年５月31日現在、付与株数710株のうち270株が権利行使されました。また360株権利失効（付与対象

者31名退職により資格喪失）しております。 

     ２．株式数及び払込金額は、平成16年11月19日付の株式分割（分割比率１：５）及び平成17年11月18日付の株式

      分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。 

決議年月日 平成13年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役４名 

従業員27名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 500株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額 38,132円 

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日から平成18年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対

象取締役及び従業員との間で締結する「株式譲渡請求権

付与契約」に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

取締役会決議年月日 平成14年８月21日 

付与対象者の区分及び人数 

取締役２名 

子会社取締役７名 

従業員（子会社従業員含む）47名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 710株 

新株予約権の行使時の払込金額 52,716円 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成19年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 



③平成14年６月21日開催定時株主総会に基づき、平成14年９月18日開催取締役会決議により発行した新株予約権

（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法） 

 （注）１．平成18年５月31日現在、付与株数610株のうち260株が権利行使されました。また280株権利失効（付与対象

者15名退職により資格喪失）しております。 

     ２．株式数及び払込金額は、平成16年11月19日付の株式分割（分割比率１：５）及び平成17年11月18日付の株式

      分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。 

  

④平成14年６月21日開催定時株主総会に基づき、平成15年５月15日開催取締役会決議により発行した新株予約権

（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法） 

 （注）１．平成18年５月31日現在、付与株数680株のうち470株が権利行使されました。また180株権利失効（付与対象

者４名退職により資格喪失）しております。 

     ２．株式数及び払込金額は、平成16年11月19日付の株式分割（分割比率１：５）及び平成17年11月18日付の株式

      分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。 

  

取締役会決議年月日 平成14年９月18日 

付与対象者の区分及び人数 

取締役１名 

子会社取締役12名 

従業員（子会社従業員含む）17名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 610株 

新株予約権の行使時の払込金額 48,972円 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成19年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

取締役会決議年月日 平成15年５月15日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役３名 

子会社取締役９名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 680株 

新株予約権の行使時の払込金額 36,000円 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成19年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 



⑤平成16年６月18日開催定時株主総会に基づき、平成17年３月17日開催取締役会決議により発行した新株予約権

（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法） 

 （注）１．平成18年５月31日現在、付与株数330株のうち60株権利失効（付与対象者２名退職により資格喪失）して 

            おります。 

        ２．株式数及び払込金額は、平成17年11月18日付の株式分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。

  

⑥平成17年６月17日開催定時株主総会に基づき、平成17年６月30日開催取締役会決議により発行した新株予約権

（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法） 

 （注）１．平成18年５月31日現在、付与株数308株のうち22株権利失効（付与対象者11名退職により資格喪失）して 

        おります。 

 ２．株式数及び払込金額は、平成17年11月18日付の株式分割（分割比率１：２）に伴う調整を行っております。

  

取締役会決議年月日 平成17年３月17日 

付与対象者の区分及び人数 

取締役３名 

子会社取締役８名 

子会社従業員13名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 330株 

新株予約権の行使時の払込金額 115,804円 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成21年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

取締役会決議年月日 平成17年６月30日 

付与対象者の区分及び人数 
 子会社取締役４名 

 子会社従業員77名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 308株 

新株予約権の行使時の払込金額 281,500円 

新株予約権の行使期間 平成19年７月５日から平成20年７月４日 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 



⑦平成17年６月17日開催定時株主総会に基づき、平成18年４月21日開催取締役会決議により発行した新株予約権 

 （旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法） 

  

⑧平成18年６月23日開催定時株主総会（取締役に対するもの） 

 （会社法第236条、第238条、第239条及び第361条第１項第３号の規定に基づき取締役に対して新株予約権を発

  行する方法） 

（注）１株当たりの払込金額は、新株予約権の発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）の大阪証 

   券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の平均値に1.05を乗 

   じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、その金額が新株予約権の発行日の終値（当日に取引が 

   成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

  

取締役会決議年月日 平成18年４月21日 

付与対象者の区分及び人数 

 取締役４名 

 子会社取締役11名 

 子会社従業員10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 59株 

新株予約権の行使時の払込金額 473,598円 

新株予約権の行使期間 平成20年５月１日から平成21年４月30日 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 取締役５名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 50株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額  （注） 

新株予約権の行使期間 発行日の翌日から２年を経過した日より１年とする。 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 



⑨平成18年６月23日開催定時株主総会（従業員等に対するもの） 

 （会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき従業員等に対して新株予約権を発行する方法） 

（注）１株当たりの払込金額は、新株予約権の発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）の大阪証 

   券取引所ヘラクレス市場における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の平均値に1.05を乗 

   じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、その金額が新株予約権の発行日の終値（当日に取引が 

   成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

  

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員並びに当社子会社取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 200株を上限とする。 

新株予約権の行使時の払込金額  （注） 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日から平成23年６月30日までの範囲で取

締役会が決定する。 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。  



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、当社グループ全体の利益水準や財政状態な

どを総合的に勘案しながら「適正かつ安定的な配当」を続けていくことを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり3,500円の配当（うち中間配当2,000円、ただし平成17年

11月18日付の１株を２株とする株式分割考慮前の金額）を実施することに決定いたしました。この結果、当期の配当

性向は116.3％となりました。 

 内部留保金につきましては、今後の事業拡充を図るために、有効な投資活動を実施することによって、経営体質の

強化及び安定した配当水準の確保につなげたいと考えております。 

なお、第17期の中間配当についての取締役会決議は平成17年11月17日に行っております。 

  平成18年６月23日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
－ －

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月23日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 810 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成14年12月15日までは大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場におけるものであ

り、平成14年12月16日からは大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 501,000 633,000 529,000 
1,880,000 

□242,000 

765,000 

 □760,000 

最低（円） 250,000 250,000 271,000 
445,000 

□132,000 

204,000 

□285,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 404,000 418,000 760,000 729,000 573,000 495,000 

最低（円） 314,000 356,000 388,000 436,000 330,000 408,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役会長 代表取締役 山田 淳一郎 昭和22年９月12日生

昭和56年４月 公認会計士・税理士山田淳一郎事務

所（現税理士法人山田＆パートナー

ズ）開設 

昭和58年10月 ㈱エム・エー・シー（現㈱日本マネ

ジメント・アドバイザリー・カンパ

ニー）設立 代表取締役就任（現

任） 

昭和61年７月 ㈱ユーマック（現ＴＦＰ不動産コン

サルティング㈱）設立 代表取締役

就任（現任） 

平成元年７月 当社設立 代表取締役社長就任 

平成９年９月 当社代表取締役会長就任（現任） 

平成９年11月 ㈱ティー・エフ・ピーベンチャーキ

ャピタル（現山田ビジネスコンサル

ティング㈱）設立 代表取締役就任

（現任） 

平成12年１月 ㈱東京エフピー・ウェブ（現㈱ティ

ーエフピー・ウェブ）設立 代表取

締役就任（現任） 

平成13年３月 ㈱東京エフピー保険パートナーズ代

表取締役就任（現任） 

平成13年10月 ＴＦＰビジネスソリューション㈱設

立 代表取締役就任（現任） 

平成14年10月 ㈱東京ファイナンシャルプランナー

ズ設立 代表取締役会長就任（現

任） 

平成16年３月 東京キャピタルサイエンス㈱（現㈱

オーナー企業総合研究所）代表取締

役会長就任（現任） 

平成17年３月 山田ＭＴＳキャピタル㈱設立 代表

取締役会長就任（現任） 

7,533 

取締役社長 代表取締役 勝間田 正喜 昭和17年4月14日生 

昭和40年４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入

行 

平成８年７月 同行本店支配人 

平成10年６月 橋本総業㈱取締役就任 

平成13年５月 当社入社 

平成13年６月 当社常務取締役就任 管理本部長 

平成13年12月 当社代表取締役専務就任 管理本部

長 

平成14年６月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成14年10月 ㈱東京ファイナンシャルプランナー

ズ代表取締役社長就任（現任） 

平成17年４月 山田プリンシパルインベストメント

㈱設立 代表取締役社長就任（現

任） 

346 

常務取締役 ― 布施 麻記子 昭和30年２月３日生

昭和52年４月 三菱重工業㈱入社 

昭和63年６月 公認会計士・税理士山田淳一郎事務

所（現税理士法人山田＆パートナー

ズ）入所 

平成元年７月 当社取締役就任 

平成11年６月 当社常務取締役就任（現任） 

平成15年４月 ㈱ティーエフピー・ウェブ代表取締

役社長就任（現任） 

762 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 ― 増田 慶作 昭和36年８月28日生

平成元年８月 相馬計二司法書士事務所入所 

平成３年11月 公認会計士・税理士山田淳一郎事務

所（現税理士法人山田＆パートナー

ズ）入所 

平成12年７月 ティーエフピー経営コンサルティン

グ㈱（現山田ビジネスコンサルティ

ング㈱）代表取締役社長就任（現

任） 

平成14年６月 当社取締役就任（現任） 

平成16年１月 ㈱東京エフピー保険パートナーズ代

表取締役社長就任（現任） 

364 

取締役 ― 廣田 光次 昭和24年５月８日生

昭和47年４月 野村證券㈱入社 

平成７年４月 同社広島支店長 

平成９年６月 国際証券㈱（現三菱ＵＦＪ証券㈱）

取締役就任 事業法人資金運用部、

グループ法人部担当 

平成13年６月 同社執行役員公開引受部、第一・第

四事業法人部担当 

平成14年７月 当社入社 

平成15年４月 ㈱東京ファイナンシャルプランナー

ズ代表取締役副社長就任（現任） 

平成15年６月 当社取締役就任（現任） 

平成17年１月 ＴＦＰビジネスソリューション㈱代

表取締役社長就任（現任） 

144 

常勤監査役 ― 小松 直也 昭和28年２月４日生

昭和52年４月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）入行 

平成15年３月 ㈱埼玉りそな銀行営業統括部個人部

部長 

平成15年７月 富士火災海上保険㈱執行役員就任 

平成17年６月 当社入社 

平成17年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

3 

監査役 ― 武内 正 昭和28年２月14日生

昭和57年８月 中央監査法人（現中央青山監査法

人）入所 

平成５年７月 武内公認会計士事務所開設（現任） 

平成12年６月 当社監査役就任（現任） 

37 

監査役 ― 鈴木 康二 昭和19年11月11日生

昭和43年10月 プライス・ウオーターハウス会計事

務所（現中央青山監査法人）入所 

平成４年１月 鈴木公認会計士事務所開設（現任） 

平成10年８月 明治監査法人代表社員就任（現任） 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

5 

        計 9,194 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは平成14年10月に当社を純粋持株会社とすることにより、グループ経営管理組織体制を明確化いた

しました。グループ基本理念として「健全な価値観」を掲げ、純粋持株会社体制のもと、経営判断の迅速化による

企業競争力の強化を目指す一方、事業子会社に対する経営管理・監督機能を発揮することにより、当社グループ全

体でのコーポレート・ガバナンスの充実を行っております。 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①役員構成と企業グループ統治 

当期末の当社の役員構成は、取締役５名、常勤監査役１名、非常勤監査役２名（社外監査役）となってお

り、監査役制度を採用しております。 

また、当社代表取締役会長の兼務の状況は次の通りであり、各事業子会社の営業戦略会議等の重要な会議に

出席することにより当社グループの統治を行っています。 

代表取締役会長 山田淳一郎：山田ビジネスコンサルティング㈱ 代表取締役会長 

ＴＦＰ不動産コンサルティング㈱ 代表取締役会長 

ＴＦＰビジネスソリューション㈱ 代表取締役会長 

㈱オーナー企業総合研究所 代表取締役会長 

㈱東京エフピー保険パートナーズ 代表取締役会長 

山田ＭＴＳキャピタル㈱ 代表取締役会長 

㈱東京ファイナンシャルプランナーズ 代表取締役会長 

㈱ティーエフピー・ウェブ 代表取締役会長 

②取締役会の状況 

 当社は、定例取締役会を月１回開催し、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項の審議・決議を行

い、併せて全事業子会社の会計報告等も行っております。当社子会社の重要事項を決定する場合は、関係会社管

理規程に基づき、当社取締役会において審議・決議を行っております。 

 また、グループ全体としての検討事項・決定事項を周知徹底するため、原則として各事業子会社の取締役・監

査役も陪席しており、意見交換・情報交換を行っております。 

③監査役監査及び会計監査の状況 

 監査役監査は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名（社外監査役）で実施しております。監査役は取締役会

及び各事業子会社の営業戦略会議等の重要な経営・営業会議に出席し、経営の実態を適時把握することにより、

業務執行の監督機能を発揮しております。 

 当社の会計監査は中央青山監査法人が実施しており、監査業務を執行した公認会計士は藤井静雄氏、山﨑隆浩

氏の２名であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補３名、その他３名であります。 

 監査法人との決算事前説明会及び監査法人による監査報告会には監査役も出席し、相互に意見交換ができる体

制となっております。 

④社外監査役との関係 

 当社と社外監査役との間に人的関係、資本的関係、取引関係その他利害関係はありません。 

⑤ディスクロージャー委員会 

 次の２点を目的とし、当社・グループ会社の役員、ＩＲ・経理担当者及び外部のＩＲ専門家が出席し、随時

「ディスクロージャー委員会」を開催しております。 

・当社グループが社会に対して説明していくべき点について、方針を決定し実行する。 

・外部の様々な意見を集約し、グループ内にフィードバックする。 



⑥リスク管理体制の整備の状況 

グループ基本理念「健全な価値観」のもと、法令の遵守及び高い倫理観の保持を徹底するため、グループ各社

においてコンプライアンス委員会を設置しており、定期的に研修会を実施し社会的責任を重視した企業風土の維

持・強化を図っております。 

昨年４月に施行された個人情報保護法への対応として、コンプライアンス委員会の主導により、グループ各社

においてプライバシーポリシー、セキュリティーポリシーを制定するとともに役職員に対する研修会等を実施い

たしました。 

(3)役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役に対して支払った報酬額は39,400千円、監査役に対して支払った報酬額は

4,666千円であります。 

(4)監査報酬の内容 

 当社が中央青山監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬額は17,450千円であり、そ

れ以外の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及

び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、中

央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     971,462     6,012,421   

２．受取手形及び売掛金     583,058     551,621   

３．営業投資有価証券     9,000     3,529,385   

４．有価証券     93,360     100,000   

５．たな卸資産     27,114     22,426   

６．繰延税金資産     45,111     49,965   

７．短期貸付金     －     923,000   

８．その他      62,740     75,115   

貸倒引当金     △6,835     △6,716   

流動資産合計     1,785,012 55.3   11,257,221 87.7 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物及び構築物   221,973     110,657     

減価償却累計額   105,959 116,013   23,598 87,059   

(2）土地     61,900     61,359   

(3）その他   124,213     120,524     

減価償却累計額   89,143 35,069   86,023 34,501   

有形固定資産合計     212,984 6.6   182,920 1.4 

２．無形固定資産               

(1）連結調整勘定     77     2,831   

(2）その他     18,938     12,821   

無形固定資産合計     19,015 0.6   15,653 0.1 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券     891,308     870,818   

(2）長期貸付金     －     188,227   

(3）敷金・保証金     121,923     123,424   

(4）繰延税金資産     4,184     16,700   

(5）その他  ※１   199,486     157,779   

貸倒引当金     △6,890     △15,831   

投資その他の資産合計     1,210,011 37.5   1,341,119 10.5 

固定資産合計     1,442,011 44.7   1,539,693 12.0 

Ⅲ 繰延資産                

１．新株発行費     －     14,068   

２．社債発行費      －     19,744   

繰延資産合計      － －   33,812 0.3 

資産合計     3,227,023 100.0   12,830,727 100.0 

                
 



    前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金     98,338     54,368   

２．短期借入金     238,000     1,260,000   

３．一年以内償還予定社債     －     80,000   

４．未払法人税等      152,309     333,404   

５．前受金     88,060     33,988   

６．賞与引当金     29,250     36,305   

７．返品調整引当金     2,873     1,016   

８．その他     186,723     334,476   

流動負債合計     795,556 24.7   2,133,560 16.6 

Ⅱ 固定負債               

１．社債     －     720,000   

２．長期借入金     20,000     1,000,000   

３．繰延税金負債      54,849     96,399   

４．その他     35,250     40,835   

固定負債合計     110,099 3.4   1,857,235 14.5 

負債合計     905,655 28.1   3,990,796 31.1 

                

 (少数株主持分)               

   少数株主持分     － －   3,566,127 27.8 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   469,363 14.5   1,599,538 12.4 

Ⅱ 資本剰余金     388,358 12.0   1,523,804 11.9 

Ⅲ 利益剰余金     1,453,795 45.0   2,035,351 15.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金     79,858 2.5   146,267 1.1 

Ⅴ 自己株式 ※３   △70,007 △2.1   △31,157 △0.2 

資本合計     2,321,367 71.9   5,273,804 41.1 

負債、少数株主持分及び
資本合計     3,227,023 100.0   12,830,727 100.0 

                



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  3,134,473 100.0 4,126,622 100.0 

Ⅱ 売上原価  666,078 21.2 810,789 19.6

差引  2,468,395 78.8 3,315,832 80.4

返品調整引当金戻入益  2,999 0.1 2,873 0.0

返品調整引当金繰入額  2,873 0.1 1,016 0.0

売上総利益  2,468,521 78.8 3,317,689 80.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,860,680 59.4 2,219,756 53.8

営業利益  607,841 19.4 1,097,933 26.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  1,160 10,377   

２．受取配当金  5,127 7,772   

３．投資有価証券売却益  21,650 25,889   

４．投資事業組合利益  －     32,469   

５．受取手数料  5,781     19,595   

６．その他   7,519 41,239 1.3 7,971 104,076 2.5

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  4,234 31,241   

２．投資事業組合損失  13,657 －   

３．商品廃棄損  18,822 12,364   

４．株式分割費用  5,280 －   

５．社債発行費償却  － 9,872   

６．その他  2,083 44,079 1.4 33,855 87,333 2.1

経常利益  605,001 19.3 1,114,675 27.0

Ⅵ 特別損失    

  １．固定資産評価損  ※２ － 22,340   

２．投資有価証券評価損  － 8,571   

３．ゴルフ会員権償還損   － 7,142   

４．関係会社株式売却損   － － － 1,113 39,168 0.9

税金等調整前当期純利
益 

 605,001 19.3 1,075,507 26.1

法人税、住民税及び事
業税 

 220,448 440,708   

法人税等調整額  △10,173 210,275 6.7 △22,073 418,635 10.2

少数株主利益  － － 662 0.0

当期純利益  394,726 12.6 656,210 15.9

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  388,358  388,358

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．増資による新株の発行  －   1,130,175 

２．自己株式処分差益   － － 5,271 1,135,446

Ⅲ 資本剰余金期末残高   388,358  1,523,804

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,106,642  1,453,795

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益  394,726 394,726 656,210 656,210

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  47,504 74,654 

２．自己株式処分差損  70 47,574 － 74,654

Ⅳ 利益剰余金期末残高  1,453,795  2,035,351

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 605,001 1,075,507 

減価償却費 44,854 33,939 

連結調整勘定償却額 20 79 

貸倒引当金の増減額（減少：△） 4,179 8,821 

賞与引当金の増減額（減少：△） △547 7,055 

返品調整引当金の増減額（減少：△） △126 △1,856 

受取利息及び受取配当金 △6,287 △18,150 

支払利息 4,234 31,241 

投資有価証券売却損益 △21,650 △25,889 

投資事業組合損益 13,657 △32,469 

社債発行費償却 － 9,872 

固定資産評価損 － 22,340 

投資有価証券評価損 － 8,571 

ゴルフ会員権償還損 － 7,142 

関係会社株式売却損 － 1,113 

営業投資有価証券の増減額（増加：△） △9,000 △68,500 

売上債権の増減額（増加：△） △161,604 31,436 

たな卸資産の増減額（増加：△） 19,602 4,688 

敷金・保証金の増減額（増加：△） △6,208 △901 

仕入債務の増減額（減少：△） 46,895 △43,970 

前受金の増減額（減少：△） 49,559 △54,072 

前受収益の増減額（減少：△） － 177,039 

その他の営業資産の増減額（増加：△） △24,899 26,546 

その他の営業負債の増減額（減少：△） 17,834 132,437 

小計 575,516 1,332,024 

利息及び配当金の受取額 6,309 15,024 

利息の支払額 △4,270 △32,289 

法人税等の支払額 △193,864 △259,793 

営業活動によるキャッシュ・フロー 383,691 1,054,966 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 6,417 3,358 

有形固定資産の取得による支出 △17,769 △22,012 

無形固定資産の取得による支出 △2,339 △2,391 

投資有価証券の取得による支出 △204,909 △13,118 

投資有価証券の売却による収入 23,723 47,701 

投資有価証券の返還による収入 60,000 － 

投資有価証券からの分配による収入 7,806 109,919 

関係会社株式の売却による収入 － 2,400 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式及び
出資持分の取得による支出 

－ △1,164,938 

貸付けによる支出 △10,000 △1,098,200 

貸付金の回収による収入 － 1,098,200 

ゴルフ会員権の償還による収入 － 62,857 

その他投資による支出 △19,118 △12,353 

その他投資による収入 － 5,113 

投資活動によるキャッシュ・フロー △156,190 △983,464 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（減少額：△） － 1,022,000 

短期借入れによる収入 250,000 － 

短期借入金の返済による支出 △200,000 － 

長期借入れによる収入 － 1,000,000 

長期借入金の返済による支出 △20,000 △20,000 

社債の発行による収入 － 769,227 

株式の発行による収入 4,200 2,260,350 

株式の発行による支出 － △21,845 

自己株式の売却による収入 8,007 44,121 

配当金の支払額 △47,034 △74,399 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,827 4,979,455 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少額：△） 

222,673 5,050,957 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 838,791 1,061,464 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 1,061,464 6,112,422 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

（1）子会社８社すべてを連結の範囲に含めております。

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 12社 

連結子会社の名称 

㈱東京ファイナンシャルプランナーズ 

㈱東京エフピー保険パートナーズ 

山田ビジネスコンサルティング㈱ 

ＴＦＰ不動産コンサルティング㈱ 

㈱ティーエフピー・ウェブ 

ティーエフピービジネスソリューション㈱ 

㈱オーナー企業総合研究所 

山田ＭＴＳキャピタル㈱  

 上記のうち、山田ＭＴＳキャピタル㈱は当連結会

計年度において新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （2）       ―――――― 

連結子会社の名称 

㈱東京ファイナンシャルプランナーズ 

㈱東京エフピー保険パートナーズ 

山田ビジネスコンサルティング㈱ 

ＴＦＰ不動産コンサルティング㈱ 

㈱ティーエフピー・ウェブ 

ＴＦＰビジネスソリューション㈱（旧ティーエフ

ピービジネスソリューション㈱）  

㈱オーナー企業総合研究所 

山田ＭＴＳキャピタル㈱ 

山田プリンシパルインベストメント㈱ 

甲南不動産㈱ 

キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合

ＭＴＳ投資事業組合  

 山田プリンシパルインベストメント㈱は当連結会

計年度において新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。 

 甲南不動産㈱は株式取得に伴い、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。なお、みなし取

得日は平成17年10月１日としております。 

 キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組

合及びＭＴＳ投資事業組合は当社グループ持分割合

が実質的に過半数となったため、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。なお、みなし取得

日を当連結会計年度末としているため、当連結会計

年度は貸借対照表のみを連結しております。  

  (2）非連結子会社の数 １社 

   非連結子会社の名称 

    ㈲ＭＲＤ 

    ㈲ＭＲＤは、総資産、売上高、当期純利益及び利益

   剰余金等のいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

     していないため、連結の範囲に含めておりません。 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社のうちキャピタルパートナー・二号投資事

  業有限責任組合及びＭＴＳ投資事業組合の決算日は12月

  31日であります。 

   連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財

  務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結

  決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引につい

  ては、連結上必要な調整を行っております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法 

３．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法 

②たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物及び構築物    8～47年 

工具器具及び備品   4～20年 

  

②無形固定資産 

定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社 

 内における利用可能期間(５年)に基づいておりま 

 す。 

②無形固定資産 

同左 

③長期前払費用 

定額法 

③長期前払費用 

同左 

④少額減価償却資産 

  取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資 

 産については、３年間で均等償却しております。 

④少額減価償却資産 

同左 

(3）       ――――――― 

  

  

(3）重要な繰延資産の処理方法 

   ①新株発行費 

     商法施行規則に規定する最長期間（３年）で償却

    しております。  

     ②社債発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間（３年）で償却

    しております。  

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権 

 については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特 

 定の債権については個別に回収可能性を勘案し、 

 回収不能見込額を計上しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

②賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見 

 込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお 

 ります。 

②賞与引当金 

同左 

③返品調整引当金 

 出版物の返品による損失に備えるため、返品実績

率に基づいて計上しております。 

③返品調整引当金 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①退職年金制度 

  当社グループの加入している公認会計士厚生年 

 金基金は、総合設立方式であり、自社の拠出に対 

 応する年金資産の額を合理的に算出することがで 

 きないため、退職給付に係る会計基準（企業会計 

 審議会平成10年６月16日）注解12により、年金基 

 金への要拠出額を退職給付費用として処理してお 

 ります。 

  なお、当該厚生年金基金の年金資産総額のう 

 ち、平成17年３月31日現在の掛金拠出割合を基準 

 として計算した当社グループ分の年金資産額は、 

 255,196千円であります。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①退職年金制度 

  当社グループの加入している公認会計士厚生年 

 金基金は、総合設立方式であり、自社の拠出に対 

 応する年金資産の額を合理的に算出することがで 

 きないため、退職給付に係る会計基準（企業会計 

 審議会平成10年６月16日）注解12により、年金基 

 金への要拠出額を退職給付費用として処理してお 

 ります。 

  なお、当該厚生年金基金の年金資産総額のう 

 ち、平成18年３月31日現在の掛金拠出割合を基準 

 として計算した当社グループ分の年金資産額は、 

 417,494千円であります。 

②消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

②消費税等の会計処理方法 

同左 

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については全面

時価評価法を採用しております。 

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

５．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、20年間の均等償却

を行っております。 

５．連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した連

結会社の利益処分に基づいております。 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資としております。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

          ――――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

１．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

６月９日法律第97号）が平成16年12月１日に施行され

たことに伴い、当連結会計年度から投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）を投資有

価証券として表示することに変更し、前連結会計年度

まで「出資金」に計上しておりました投資事業組合等

への出資金は、当連結会計年度より「投資有価証券」

に含めて表示しております。 

なお、この変更により「出資金」は590,854千円減

少し、「投資有価証券」は同額増加しております。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「出資

金」（当連結会計年度末の残高は4,300千円）は、資

産の総額の100分の５以下となったため、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示することにしまし

た。 

（連結貸借対照表） 

  「短期貸付金」は、前連結会計年度まで、流動資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において、資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度末の「短期貸付金」は13,000

千円であります。 

  

         ―――――― 

  

  

  

（連結損益計算書） 

     前連結会計年度まで区分掲記しておりました「株式

分割費用」（当連結会計年度は2,551千円）は、営業

外費用の総額の100分の10以下となったため、営業外

費用の「その他」に含めて表示することにいたしまし

た。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

６月９日法律第97号）が平成16年12月１日に施行され

たことに伴い、当連結会計年度から投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）を投資有

価証券として表示することに変更いたしました。 

そのため、投資活動によるキャッシュ・フローにお

いて、前連結会計年度まで「出資金の払込による支

出」に含めておりました投資事業組合等への払込によ

る支出は当連結会計年度より「投資有価証券の取得に

よる支出」に、また前連結会計年度まで「出資金から

の分配による収入」としておりました投資事業組合等

からの分配による収入は「投資有価証券からの分配に

よる収入」としてそれぞれ表示することに変更いたし

ました。 

なお、前連結会計年度の「出資金の払込による支

出」に含まれている「投資有価証券の取得による支

出」は△182,487千円、前連結会計年度の「出資金から

の分配による収入」に含まれている「投資有価証券か

らの分配による収入」は4,347千円であります。 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度まで財務活動によるキャッシュ・フ

ローにおいて区分掲記しておりました「短期借入れに

よる収入」（当連結会計年度2,224,000千円）及び

「短期借入金の返済による支出」（当連結会計年度

1,202,000千円）は、その大部分が借換による収入及

び支出であるため当連結会計年度より「短期借入金の

純増減額」として純額表示することにいたしました。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１         ―――――― ※１ 非連結子会社に対するものは次の通りであります。

 投資その他の資産「その他」（出資金）3,000千円 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式22,620株であ

ります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式49,740株であ

ります。  

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式910株で

あります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式810株で

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次の通りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次の通りであります。 

  

※２        ―――――― 

給与・賞与等 1,185,141千円

賞与引当金繰入額 29,250千円

家賃管理費 142,087千円

貸倒引当金繰入額 4,655千円

  

 ※２ 固定資産評価損は、連結子会社間の建物の売買によ

   る未実現損失であります。 

給与・賞与等 1,409,446千円

賞与引当金繰入額 36,305千円

家賃管理費 148,393千円

貸倒引当金繰入額 9,348千円



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 971,462千円

有価証券勘定に計上されている 

公社債投資信託 
90,001千円

現金及び現金同等物 1,061,464千円

現金及び預金勘定 6,012,421千円

有価証券勘定に計上されている 

公社債投資信託 
100,000千円

現金及び現金同等物 6,112,422千円

  

 ２．        ―――――― 

  

 ２．株式及び組合出資持分の取得により新たに連結子会社

   となった会社の資産及び負債の主な内訳 

       株式の取得により新たに連結子会社となった甲南不

   動産㈱、組合出資持分の取得により新たに連結子会社

   となったキャピタルパートナー・二号投資事業有限責

     任組合及びＭＴＳ投資事業組合を連結したことに伴う

   連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式及び組合

   出資持分の取得価額と取得に伴う支出（純額）との関

   係は次の通りであります。 

流動資産 6,634,592千円

固定資産 192,247千円

連結調整勘定 2,834千円

流動負債  △109,008千円

少数株主持分 △3,561,951千円

小計  3,158,713千円

過年度組合出資持分取得価額  △45,000千円

新規連結前組合出資持分損益取込

額 

 150,088千円

新規連結子会社株式及び組合出資

持分の取得価額 

 3,263,802千円

新規連結子会社の現金及び現金 

同等物 

 2,098,863千円

差引：連結の範囲の変更を伴う子

会社株式及び出資持分の取得によ

る支出 

△1,164,938千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産
〔その他〕 

9,110 1,973 7,136 

合計 9,110 1,973 7,136 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産
〔その他〕 

9,110 3,795 5,314

合計 9,110 3,795 5,314

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,711千円

１年超 5,736千円

合計 7,448千円

１年内 1,808千円

１年超 3,928千円

合計 5,736千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 2,078千円

減価償却費相当額 1,822千円

支払利息相当額 417千円

支払リース料 2,078千円

減価償却費相当額 1,822千円

支払利息相当額 366千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）上記のほか、投資事業組合に対する出資持分の時価評価に係る評価差額△130千円から繰延税金資産53千円を差し

引いた額△77千円を「その他有価証券評価差額金」として計上しております。 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 30,297 162,462 132,165 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 4,918 7,596 2,677 

小計 35,216 170,058 134,842 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 1,564 1,560 △4 

小計 1,564 1,560 △4 

合計 36,780 171,618 134,838 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

23,723 21,650 － 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券   

割引金融債券 3,358 

社債 10,000 

(2）その他有価証券   

非上場株式 118,835 

公社債投資信託 90,001 

投資事業組合出資 599,854 



５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）上記のほか、投資事業組合に対する出資持分の時価評価に係る評価差額34,927千円から繰延税金負債14,615千円を

差し引いた額20,311千円を「その他有価証券評価差額金」として計上しております。 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

種類 １年以内（千円） 
１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超（千円） 

債券         

割引金融債券 3,358 － － － 

社債 － 10,000 － － 

合 計 3,358 10,000 － － 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 22,608 231,831 209,222 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 2,809 6,056 3,247 

小計 25,418 237,887 212,469 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 668 641 △27 

小計 668 641 △27 

合計 26,086 238,528 212,442 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

47,701 25,889 － 



４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない非上場株式について、その発行会社の財政状

態を鑑み8,571千円減損処理を行っております。 

  

      ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成

18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成

18年３月31日） 

 当社グループの加入している公認会計士厚生年金基金は、総合設立方式であり、自社の拠出に対応する年金資産

の額を合理的に算出することができないため、退職給付債務に関する事項、退職給付費用に関する事項及び退職給

付債務等の計算の基礎に関する事項についての記載を省略しております。 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券   

社債 10,000 

(2）その他有価証券   

非上場株式 3,605,137 

新株予約権 9,926 

公社債投資信託 100,000 

投資事業組合出資  503,111 

匿名組合出資 33,500 

種類 １年以内（千円） 
１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超（千円） 

債券         

社債 － 10,000 － － 

合 計 － 10,000 － － 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主な項目の内訳 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  （単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産           

繰越欠損金   10,367    1,560  

貸倒引当金損金算入限度超過額   4,553    6,466  

賞与引当金損金算入限度超過額   12,293    15,255  

未払事業税   13,539    30,813  

未払事業所税   1,375    1,463  

減価償却費償却限度超過額   3,404    906  

投資有価証券評価損否認額   2,102    5,706  

その他   1,658    828  

連結に伴う評価差額   27,297    －  

繰延税金資産小計   76,592    63,001  

連結子会社間に係る固定資産未実現

利益 
  －    8,366  

評価性引当額   △27,297    －  

繰延税金資産合計   49,295    71,368  

繰延税金負債           

その他有価証券評価差額金   △54,849    △101,102  

繰延税金負債合計   △54,849    △101,102  

繰延税金資産（負債）の純額   △5,553    △29,733  

  前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

流動資産―繰延税金資産  45,111千円   49,965千円 

固定資産―繰延税金資産  4,184千円   16,700千円 

固定負債―繰延税金負債  △54,849千円   96,399千円 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 ―――― 

法定実効税率   40.69％       

（調整）           

交際費等損金不算入   0.44％       

住民税均等割額   0.41％       

留保金課税   0.36％       

評価性引当額の増減   △7.70％       

その他   0.55％       

税効果会計適用後の法人税等の負担率   34.75％       

  

     当連結会計年度（平成18年３月31日）につきましては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

      との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、注記を省略しております。  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次の通りであります。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法については、内部管理上採用している区分によっており、従来、製品の種類、性質、販売対

象市場の類似性から判断して、コンサルティング事業、教育研修事業の２区分としておりました。当連結会

計年度より投資事業組合等の設立・運営及び投資等を専門に行う投資会社として事業子会社山田ＭＴＳキャ

ピタル㈱を新設し、当社グループが投資ファンド事業に本格的に進出したことに伴い、「投資ファンド事

業」を新規セグメントとして追加いたしました。 

２．各事業の主な役務 

(1）コンサルティング事業……個人、法人向けのコンサルティング 

(2）投資ファンド事業…………投資事業組合等の組成・運営・投資 

(3) 教育研修事業………………ＦＰ等の講座販売、企業研修、書籍等販売、ＦＰ向けの情報提供、会費収入

３．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、585,165千円であ

り、その主なものは純粋持株会社である当社の余剰運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証

券等）等であります。 

  
コンサルテ
ィング事業
（千円） 

投資ファン
ド事業 
（千円） 

教育研修事
業（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益             

 売上高             

(1)外部顧客に対する売上

高 
2,197,387 16,175 920,910 3,134,473 － 3,134,473 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
5,950 － 2,128 8,079 △8,079 － 

計 2,203,338 16,175 923,039 3,142,552 △8,079 3,134,473 

営業費用 1,718,950 3,520 813,402 2,535,872 △9,240 2,526,631 

営業利益 484,387 12,654 109,637 606,680 1,161 607,841 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
            

資産 2,010,063 37,529 597,591 2,645,184 581,838 3,227,023 

減価償却費 18,145 － 27,281 45,427 △573 44,854 

資本的支出 20,680 － 2,737 23,418 － 23,418 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法については、内部管理上採用している区分によっており、製品の種類、性質、販売対象市場

の類似性から判断して、コンサルティング事業、投資ファンド事業及び教育研修事業に区分しております。

２．各事業の主な役務 

(1）コンサルティング事業……個人、法人向けのコンサルティング 

(2）投資ファンド事業…………投資事業組合等の組成・運営・投資 

(3) 教育研修事業………………ＦＰ等の講座販売、企業研修、書籍等販売、ＦＰ向けの情報提供、会費収入

 ３．当連結会計年度における投資ファンド事業の「(2)セグメント間の内部売上高又は振替高」に記載しており 

     ます52,873千円は、山田ＭＴＳキャピタル㈱以外の当社グループ会社からのキャピタルパートナー・一号及

     び二号投資事業有限責任組合への出資約束額に対応する管理報酬であります。 

       当該管理報酬（売上高）は、同一号及び二号投資事業有限責任組合の運営管理者である山田ＭＴＳキャピ

     タル㈱と同一号及び二号投資事業有限責任組合との取引により生じており、一方で当該管理報酬と対応する

     同額の管理費用を同社以外の同一号及び二号投資事業有限責任組合出資者である当社グループ会社において

     費用計上（営業外費用の投資事業組合損失）しております。当該管理報酬及び当該管理費用はそれぞれ同一

     号及び二号投資事業有限責任組合との関係により生じており、当社グループ内取引ではありませんが、同一

     号及び二号投資事業有限責任組合を介して対応関係にあることから、連結損益計算書上は当該管理報酬（売

     上高）と当該管理費用（営業外費用の投資事業組合損失）とを相殺して表示しております。この相殺表示の

     対象となった山田ＭＴＳキャピタル㈱の売上高は「セグメント間の内部売上高」に準ずる取引としてセグメ

     ント情報上表示しております。 

      なお、同二号投資事業有限責任組合は、当社グループ持分割合が実質的に過半数となったため当連結会計

     年度より連結の範囲に含めておりますが、みなし取得日を当連結会計年度末としているため当連結会計年度

     は貸借対照表のみを連結しております。 

４．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,905,978千円であ 

り、その主なものは純粋持株会社である当社の余剰運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価 

証券等）等であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  
コンサルテ
ィング事業
（千円） 

投資ファン
ド事業 
（千円） 

教育研修事
業（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益             

 売上高             

(1)外部顧客に対する売上

高 
2,956,739 165,400 1,004,483 4,126,622 － 4,126,622 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,878 52,873 2,346 58,098 △58,098 － 

計 2,959,618 218,273 1,006,829 4,184,721 △58,098 4,126,622 

営業費用 2,102,990 117,128 814,956 3,035,076 △6,386 3,028,689 

営業利益 856,627 101,144 191,872 1,149,645 △51,712 1,097,933 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
            

資産 2,198,074 7,015,475 714,130 9,927,681 2,903,046 12,830,727 

減価償却費 20,372 164 14,010 34,547 △607 33,939 

資本的支出 19,178 955 4,269 24,404 － 24,404 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 106,926.20円

１株当たり当期純利益 18,260.86円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

17,931.53円

１株当たり純資産額 107,782.63円

１株当たり当期純利益 14,737.68円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

14,501.56円

    

 当社は、平成16年11月19日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、

以下の通りとなります。 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、

以下の通りとなります。 

１株当たり純資産額 93,525.56円

１株当たり当期純利益 8,489.65円

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

8,467.71円

１株当たり純資産額 53,463.10円

１株当たり当期純利益 9,130.43円

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

8,965.76円

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（千円） 394,726 656,210 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 394,726 656,210 

期中平均株式数（株） 21,616 44,526 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 397 725 

（うち新株予約権）（株） (360) (719) 

（うち自己株式譲渡方式によるストッ

クオプション） 
(37) (6) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権の種類 １種類（新

株予約権の目的となる株式数165

株） 

――― 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

多額な資金の借入れ 

 当社は決算日後において、次の通り総額1,000,000千円

の借入を実施しております（平成17年３月17日開催の当

社取締役会で承認されたコミット付タームローン契約に

基づく借入実行）。 

１．借入先：株式会社りそな銀行 

２．借入利率：年 1.375％ 

３．返済方法：期限一括返済 

４．実施時期：平成17年４月27日及び平成17年５月27日 

５．返済期限：平成25年３月31日 

６．資金使途：当社子会社山田ＭＴＳキャピタル㈱が運

営・管理するキャピタルパートナー・二

号投資事業有限責任組合への当社グルー

プでの出資 

          ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下の通りであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の通りであり

ます。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

ＴＦＰコンサルティン

ググループ㈱ 
 第１回無担保社債 平成17年９月16日 － 

600,000 

 （80,000）
0.3  なし 

平成18年９月10日～

平成25年９月10日  

㈱東京ファイナンシャ

ルプランナーズ  
 第１回無担保社債  平成18年３月27日 － 200,000 1.6 なし  平成23年３月25日 

合計 － － － 
800,000 

  （80,000）
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

80,000 80,000 80,000 80,000 280,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 218,000 1,240,000 1.3 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 20,000 20,000 1.9 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 20,000 1,000,000 1.3 平成25年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 258,000 2,260,000 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 － － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  66,404 2,343,472 

２．前払費用  200 3,828 

３．繰延税金資産  128 2,619 

４．関係会社短期貸付金  30,000 380,000 

５．その他  17,418 31,633 

流動資産合計  114,151 6.6 2,761,553 45.7

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）工具器具及び備品  170 170   

減価償却累計額  △122 47 △148 21 

有形固定資産合計  47 0.0 21 0.0

２．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  544,177 579,907 

(2) 関係会社株式  ※３ 1,011,663 1,080,463 

(3) その他の関係会社有
価証券 

  － 538,091 

(4) 関係会社長期貸付金  － 1,000,000 

(5) 長期前払費用  12,541 9,341 

(6) 保険積立金  39,709 47,650 

投資その他の資産合計  1,608,091 93.4 3,255,454 53.8

固定資産合計  1,608,138 93.4 3,255,476 53.8

Ⅲ 繰延資産           

１．新株発行費   －   14,068   

２．社債発行費   －   15,800   

繰延資産合計   － － 29,868 0.5 

資産合計   1,722,290 100.0 6,046,898 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

  １．短期借入金  － 300,000 

２．関係会社短期借入金  30,000 30,000 

３．一年以内償還予定社債   － 80,000 

４．未払金  1,491 1,746 

５．未払費用   9,002 3,230 

６．未払法人税等  619 2,998 

７．前受金   － 14,476 

８．預り金  176 325 

９．その他  1,011 751 

流動負債合計  42,301 2.5 433,530 7.1

Ⅱ 固定負債    

１．社債  － 520,000 

２．長期借入金  － 1,000,000 

３．繰延税金負債   53,724 87,270 

固定負債合計  53,724 3.1 1,607,270 26.6

負債合計  96,026 5.6 2,040,800 33.7

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 469,363 27.3 1,599,538 26.5

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  388,358 1,518,533   

２．その他資本剰余金      

(1) 自己株式処分差益  － 5,271   

資本剰余金合計  388,358 22.5 1,523,804 25.2

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  5,600 5,600   

２．当期未処分利益  754,641 781,107   

利益剰余金合計  760,241 44.1 786,707 13.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 78,309 4.5 127,205 2.1

Ⅴ 自己株式 ※２ △70,007 △4.0 △31,157 △0.5

資本合計  1,626,264 94.4 4,006,098 66.3

負債・資本合計  1,722,290 100.0 6,046,898 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．子会社経営指導料収入  50,800 72,200   

２．子会社配当金収入  83,000 133,800 100.0 106,000 178,200 100.0

売上総利益  133,800 100.0 178,200 100.0 

Ⅱ 販売費及び一般管理費  ※１ 41,160 30.8 48,782 27.4

営業利益  92,639 69.2 129,417 72.6

Ⅲ 営業外収益    

１．受取利息  ※２ 663 19,645   

２．有価証券利息  400 564   

３．受取配当金  4,678 3,661   

４．投資有価証券売却益  21,650 21,355   

５．その他  215 27,609 20.6 2,768 47,995 26.9

Ⅳ 営業外費用    

１．支払利息  509 15,457   

２．社債利息  － 901   

３．社債発行費償却  － 7,900   

４．投資事業組合損失  14,902 38,740   

５．株式分割費用   5,280 －   

６．その他  240 20,932 15.6 16,034 79,033 44.3

経常利益  99,316 74.2 98,379 55.2

Ⅴ 特別利益    

１．関係会社株式売却益  － － － 1,200 1,200 0.7

税引前当期純利益  99,316 74.2 99,579 55.9

法人税、住民税及び事
業税 

 4,003 950   

法人税等調整額  2,557 6,561 4.9 △2,490 △1,540 △0.8

当期純利益  92,754 69.3 101,120 56.7

前期繰越利益  683,606 724,247 

自己株式処分差損  70 － 

中間配当額  21,650 44,260 

当期未処分利益  754,641 781,107 

     



③【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年６月17日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月23日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  754,641  781,107

Ⅱ 利益処分額   

１．配当金  30,394 30,394 73,395 73,395

Ⅲ 次期繰越利益  724,247  707,712

    



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的債券 

償却原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的債券 

同左 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、耐用年数は次の通りであります。 

工具器具及び備品      ３年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）長期前払費用 

定額法 

  

 ３．       ―――――― 

  

           

(2）長期前払費用 

同左 

  

３．繰延資産の処理方法  

  (1)新株発行費 

     商法施行規則に規定する最長期間（３年）で償却

    しております。 

   (2)社債発行費 

     商法施行規則に規定する最長期間（３年）で償却

    しております。 

  

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）退職年金制度 

 当社の加入している公認会計士厚生年金基金は、

総合設立方式であり、自社の拠出に対応する年金資

産の額を合理的に算出することができないため、退

職給付に係る会計基準（企業会計審議会平成10年６

月16日）注解12により、年金基金への要拠出額を退

職給付費用として処理しております。 

 なお、当該厚生年金基金の年金資産総額のうち、

平成17年３月31日現在の掛金拠出割合を基準として

計算した当社分の年金資産額は、4,468千円でありま

す。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）退職年金制度 

 当社の加入している公認会計士厚生年金基金は、

総合設立方式であり、自社の拠出に対応する年金資

産の額を合理的に算出することができないため、退

職給付に係る会計基準（企業会計審議会平成10年６

月16日）注解12により、年金基金への要拠出額を退

職給付費用として処理しております。 

 なお、当該厚生年金基金の年金資産総額のうち、

平成18年３月31日現在の掛金拠出割合を基準として

計算した当社分の年金資産額は、6,599千円でありま

す。 

(2）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(2）消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

          ――――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６

月９日法律第97号）が平成16年12月１日に施行されたこ

とに伴い、当事業年度から投資事業有限責任組合及びこ

れに類する組合への出資（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）を投資有価証券として表

示することに変更し、前事業年度まで「出資金」に計上

しておりました投資事業組合等への出資金は、当事業年

度より「投資有価証券」に含めて表示しております。 

なお、この変更により「出資金」は341,714千円減少

し、「投資有価証券」は同額増加しております。 

           ―――――― 

          ―――――― 

 

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  （損益計算書） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「株式分割費

用」（当事業年度は2,551千円）は、営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することにいたしました。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（注）共通費用子会社負担額とは、純粋持株会社である当社が上場維持等に関する費用（実質的には各子会社が負担すべ

き費用）を各子会社より徴収した金額であります。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式78,500株

発行済株式総数 普通株式22,620株

授権株式数 普通株式157,000株

発行済株式総数 普通株式49,740株

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式910株で

あります。 

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式810株で

あります。 

※３ 関係会社株式 

   関係会社株式には、平成17年４月１日設立の山田

プリンシパルインベストメント㈱に対する新株式払

込金30,000千円が含まれております。 

※３         ―――――― 

  

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

 次の関係会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

 次の関係会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

保証先 金額 内容 

TFP不動産コンサル
ティング㈱ 

40,000千円 借入債務 

保証先 金額 内容 

TFP不動産コンサル
ティング㈱ 

20,000千円 借入債務 

㈱東京ファイナン
シャルプランナー
ズ  

250,000千円 借入債務 

山田ビジネスコン
サルティング㈱  

 240,000千円 借入債務  

計  510,000千円 ――  

５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は78,309千円

であります。 

５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は127,205千円

であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次の通りであります。なお、販売費はありません。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次の通りであります。なお、販売費はありません。 

  

 ※２        ―――――― 

給与・賞与等 43,315千円

支払手数料 53,297千円

共通費用子会社負担額（注） △64,700千円

   

  

 ※２ 関係会社からの受取利息       18,547千円 

給与等 46,598千円

租税公課  3,718千円

支払手数料 65,672千円

共通費用子会社負担額（注） △76,159千円



（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目の内訳 

  前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

  （単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産           

未払事業税   87    1,013  

未払事業所税   41    45  

 繰越欠損金   －    1,560  

繰延税金資産合計    128    2,619  

繰延税金負債           

その他有価証券評価差額金   △53,724    △87,270  

繰延税金負債合計   △53,724    △87,270  

繰延税金資産（負債）の純額   △53,596    △84,650  

  前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日）

法定実効税率   40.69％    40.69％  

（調整）           

交際費等損金不算入   0.58％    0.78％  

受取配当等益金不算入   △34.83％    △42.82％  

住民税均等割額   0.29％    0.95％  

その他   △0.13％    △1.14％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率   6.60％    △1.54％  



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 74,908.52円

１株当たり当期純利益 4,291.01円

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

4,213.62円

１株当たり純資産額 81,874.06円

１株当たり当期純利益 2,271.04円

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

2,234.65円

 当社は、平成16年11月19日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下の通りとなります。 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下の通りとなります。 

１株当たり純資産額 75,308.51円

１株当たり当期純利益 4,783.91円

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

4,771.55円

１株当たり純資産額 37,454.26円

１株当たり当期純利益 2,145.50円

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

2,106.81円

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（千円） 92,754 101,120 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 92,754 101,120 

期中平均株式数（株） 21,616 44,526 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 397 725 

（うち新株予約権）（株） (360) (719) 

（うち自己株式譲渡方式によるストッ

クオプション） 
(37) (6) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権の種類  １種類

（新株予約権の目的となる株式

数165株） 

      ―――― 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

多額な資金の借入れ 

当社は決算日後において、次の通り総額1,000,000千円

の借入を実施しております（平成17年３月17日開催の当

社取締役会で承認されたコミット付タームローン契約に

基づく借入実行）。 

１．借入先：株式会社りそな銀行 

２．借入利率：年 1.375％ 

３．返済方法：期限一括返済 

４．実施時期：平成17年４月27日及び平成17年５月27日 

５．返済期限：平成25年３月31日 

６．資金使途：当社子会社山田ＭＴＳキャピタル㈱が運 

営・管理するキャピタルパートナー・二

号投資事業有限責任組合への当社グルー

プでの出資 

 ―――――― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有価

証券 

㈱ベンチャー・リンク 107,500 49,880 

ＳＢＩホールディングス㈱ 2,732 181,951 

ＩＰＯ証券㈱ 600 30,000 

計 110,832 261,831 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
満期保有目

的の債券 
㈱ハウス二十一無担保普通社債 10,000 10,000 

計 10,000 10,000 

銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有価

証券 

キャピタルパートナー・一号投資事

業有限責任組合 
7 208,623 

ジャフコＶ１－Ａ号投資事業有限責

任組合  
1 99,452 

計 8 308,076 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

工具器具及び備品 170 － － 170 148 25 21 

有形固定資産計 170 － － 170 148 25 21 

無形固定資産               

－ － － － － － － － 

無形固定資産計 － － － － － － － 

長期前払費用 12,950 － － 12,950 3,608 3,200 9,341 

繰延資産               

新株発行費 － 21,102 － 21,102 7,034 7,034 14,068 

社債発行費 － 23,700 － 23,700 7,900 7,900 15,800 

繰延資産計 － 44,802 － 44,802 14,934 14,934 29,868 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額は、有償一般募集による増資を行ったことによるものであります。 

 ２．当期末における自己株式数は、810株であります。 

３．当期増加額は、新株予約権の権利行使に伴う自己株式の処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 該当事項はありません。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 （千円）（注１） 469,363 1,130,175 － 1,599,538 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注２） （株） (22,620) (27,120) － (49,740) 

普通株式 （千円） 469,363 1,130,175 － 1,599,538 

計 （株） (22,620) (27,120) － (49,740) 

計 （千円） 469,363 1,130,175 － 1,599,538 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金（注１） 
（千円） 388,358 1,130,175 － 1,518,533 

（その他資本剰余金） 

自己株式処分差益 

（注３）  

 (千円） － 5,271 － 5,271 

計 （千円） 388,358 1,135,446 － 1,523,804 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （千円） 5,600 － － 5,600 

計 （千円） 5,600 － － 5,600 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 ② 関係会社短期貸付金 

③ 関係会社株式 

 ④ その他の関係会社有価証券 

 ⑤ 関係会社長期貸付金 

区分 金額（千円） 

現金 219 

預金   

普通預金 2,341,506 

別段預金 1,746 

小計 2,343,253 

合計 2,343,472 

区分  金額（千円） 

 山田ＭＴＳキャピタル㈱ 380,000 

合計 380,000 

区分 金額（千円） 

㈱東京ファイナンシャルプランナーズ 577,581 

ＴＦＰ不動産コンサルティング㈱ 124,081 

山田ビジネスコンサルティング㈱ 100,000 

㈱ティーエフピー・ウェブ 50,000 

㈱東京エフピー保険パートナーズ 50,000 

ＴＦＰビジネスソリューション㈱ 28,800 

㈱オーナー企業総合研究所 30,000 

山田ＭＴＳキャピタル㈱ 20,000 

山田プリンシパルインベストメント㈱ 100,000 

合計 1,080,463 

 区分 金額（千円） 

 キャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合 538,091 

合計 538,091 

 区分 金額（千円） 

 山田ＭＴＳキャピタル㈱ 574,000 

 山田ビジネスコンサルティング㈱ 426,000 

合計 1,000,000 



   ⑥ 社債   520,000千円 

 内訳は１ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。  

  

 ⑦ 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

 相手先 金額（千円） 

 ㈱りそな銀行 1,000,000 

合計 1,000,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都江東区東砂七丁目10番11号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都江東区東砂七丁目10番11号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故

その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

電子公告は当社のホームページ(http://www.tfp-cg.co.jp/)に掲載しており

ます。 

株主に対する特典 

３月31日現在の株主に対し、次の株主優待制度を実施しております。 

(1）出版物の贈呈 

(2）子会社㈱東京ファイナンシャルプランナーズ開講講座10％割引 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第16期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月20日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

 （第17期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月21日関東財務局長に提出 

 (3) 半期報告書の訂正報告書  

平成18年１月26日関東財務局長に提出 

  （第17期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

  

 (4) 臨時報告書 

 平成18年６月９日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。 

  

(5)  有価証券届出書及びその添付書類 

 ① 有価証券届出書（一般募集による増資及びオーバーアロットメントによる売出し）及びその添付書類 

   平成18年１月27日関東財務局長に提出 

  ② 有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

   平成18年１月27日関東財務局長に提出 

  

 (6)  有価証券届出書の訂正届出書 

 ① 平成18年２月７日関東財務局長に提出 

平成18年１月27日提出の有価証券届出書（一般募集による増資及びオーバーアロットメントによる売出し）に

係る訂正届出書であります。 

② 平成18年２月７日関東財務局長に提出                  

平成18年１月27日提出の有価証券届出書（第三者割当による増資）に係る訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月１７日

ＴＦＰコンサルティンググループ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＦＰコンサルティ

ンググループ株式会社（旧会社名ティーエフピーコンサルティンググループ株式会社）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３

１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＦＰコンサル

ティンググループ株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

ＴＦＰコンサルティンググループ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＦＰコンサルティ

ンググループ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＦＰコンサル

ティンググループ株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月１７日

ＴＦＰコンサルティンググループ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＦＰコンサルティ

ンググループ株式会社（旧会社名ティーエフピーコンサルティンググループ株式会社）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３

１日までの第１６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＦＰコンサルティ

ンググループ株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

ＴＦＰコンサルティンググループ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＦＰコンサルティ

ンググループ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＦＰコンサルティ

ンググループ株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 隆 浩 
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